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Ⅰ 大学の概要 

 

１ 法人名   公立大学法人長野県立大学 

 

２ 所在地   長野県長野市三輪８－49－７ 

 

３ 役員の状況  ※ 平成 30年４月１日現在 

  理事長        安藤  国威 

  副理事長（学長）   金田一 真澄 

  専務理事（事務局長） 玉井  裕司 

  理事（学部長）    森本  博行 

  理事（外部理事）   三隅  隆司 

  監事         弓場   法（公認会計士） 

  監事         中嶌  知文（弁護士） 

 

４ 学部等の構成 

 【学部】 

  グローバルマネジメント学部 グローバルマネジメント学科 

  健康発達学部        食健康学科 

こども学科 

【附置機関】 

  キャリアセンター 

グローバルセンター 

ソーシャル・イノベーション創出センター 

学生サポートセンター 

５ 学生数及び教職員数  ※ 平成 30年５月１日現在 

 ① 学生数   247人 

 ② 教職員数  教員 69人、職員 44人 

 

６ 沿革 

  平成 30年４月 開学（公立大学法人設立） 

 

７ 大学の基本的な目標 

長野県立大学は、長野県の知の礎となり、未来を切り拓くリーダ

ーを輩出し、世界の持続的発展を可能にする研究成果を発信するこ

とで、人類のより良い未来を創造し、発展させる大学をめざす。 

【３つの使命】 

① リーダー輩出 

幅広い豊かな教養教育、実践重視の高度な専門教育、寮生活

や海外研修などによる全人教育によって、新たな時代を担う

様々な資質や能力を備えたリーダーを輩出する。 

② 地域イノベーション 

長野県の豊かな自然や長い歴史・伝統を理解し、大切にする

ことを通して、県の産業・文化・生活を活性化する「知の拠点」

となり、地域に開かれた大学、地域とともに歩む大学をめざす。 

③ グローバル発信 

健全な批判精神をもち、先進的な研究はもとより、長野県の

産業や文化を基盤とした学際的な研究を推進して、新たな知を

創出し、その成果を地域に還元するとともに、長野から世界に

向けて発信する。 
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H30.4.1現在

＜構成＞ ＜審議事項＞

(1) 理事長 ア 中期目標について知事に対して述べる意見および

(2) 副理事長（学長） 年度計画に関すること

(3) 専務理事（局長） イ 法により知事の認可または承認を受けなければ

(4) ＧＭ学部長 ならないこと

(5) 外部理事 ウ 重要な規則の制定、改廃に関すること（学則等）

エ 予算の作成及び執行並びに決算に関すること

開催回数：年４回程度 オ 大学の学部、学科その他重要な組織の設置、変更

又は廃止に関すること

カ その他理事会が定める重要事項

※ 監事 公認会計士、弁護士

理事会

＜構成＞

(1) 理事長

(2) 副理事長（学長）

(3) 専務理事（局長）

(4) ＧＭ学部長

(4) 外部委員

・行政関係者、県内大学関係者

県内企業経営者

開催回数：年４回程度

＜審議事項＞法77条１項

＜構成＞

(1) 学長

(2) 局長

(3) 学部長

(4) 教育研究上の重要な組織の長

・学科長、コース長、図書館長、

各センター長、学生支援委員長

開催回数：年４回程度

＜審議事項＞法77条３項

＜構成＞教員会議規程2条 ＜審議事項＞教員会議規程3条

・専任教員 ①学生の入学、卒業及び課程の修了に関すること

（教授、准教授、講師、助教） ②学位の授与に関すること

・事務局 ③教育課程の編成、授業科目の改廃に関すること

④その他、学長が必要と認めた事項

開催回数：月１回程度 ＜上記以外の機能＞

① 情報共有 ② 意見聴取

教員会議（各学部）

理事長

＜構成＞

(1) 理事長

(2) 学長（副理事長）（４大・短大）

(3) 副学長を置くときは、副学長

(4) 学部長

(5) 事務局長

(6) 理事長の指名する者

開催回数：週１回（毎週火曜日）

＜大学運営会議の役割＞

ア 理事長、学長の意思決定の補助

イ 法人内の意見調整

ウ 情報交換・情報伝達

法 人 ・ 大 学 事 務 局

公立大学法人長野県立大学の組織

<大学組織>

＜構成＞

(1) 学長

(2) 局長

(3) 副学長

(4) 教育研究上の重要な組織の長

・教授会副議長、学生部長、総

務委員長、学科・専攻代表

開催回数：年４回程度

＜審議事項＞法77条３項 （同上）

教育研究審議会（短大）

法人委員会（４大・短大共通）

教育研究審議会（４大）

<法人組織>

経営審議会
セ
ン
タ
ー

ソーシャル・イノベーション創出センター

グローバルセンター

キャリアセンター

（再掲）法人・大学事務局

＜構成＞短期大学学則21条 ＜審議事項＞教授会において審議すべき事項

・学長、教授、准教授、専任講師 ①学生の入学、卒業及び課程の修了に関すること

助教、事務局 ②学位の授与に関すること

開催回数：月２回程度 ③その他学長が必要と認めた事項

短期大学 学長

教授会（短大）

委員会

（再掲）法人・大学事務局

大学運営会議
県立大学 学長

（再掲）法人・大学事務局

人事委員会

リスクマネジメント委員会

自己点検委員会 人権・ハラスメント委員会

衛生委員会

教職員から選出された委員等で構成

ＦＤ・ＳＤ委員会 教務委員会

学生支援委員会

大

学

専

門

委

員

会

図書館・紀要委員会 倫理委員会

入試委員会

総務委員会 教務委員会

予算委員会

学生指導委員会

人事調整委員会 大学評価・ＦＤ委員

進路指導委員会

地域・国際連携センター委員

教職課程委員会

図書館・紀要委員会 広報・メディア委員会

教育・研究活動等倫理委員会 司書科目運営委員会

人権教育・ハラスメント対策委員

動物実験委員会

学生サポートセンター

図書館

（再掲）図書館
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Ⅱ 事業実績の概要 

 

 長野県立大学は、「リーダー輩出」「地域イノベーション」「グロー

バル発信」という３つの使命を掲げ、平成 30年４月に開学した。 

グローバルな視野で未来を切り拓き、地域を創生できるリーダー

を育成するとともに、長野県の「知の拠点」として、ビジネスや地域

社会にイノベーションを起こし、新たな価値を創造していくことが、

本学には期待されている。 

そのために、１年次全寮制、２年次全員参加海外プログラムといっ

た、きわめて先進的な教育プログラムを採用したほか、ソーシャル・

イノベーション創出センターを通じた地域イノベーションへのかか

わりなど、多様な「学び」の仕組みを導入している。 

 こうした中、県から示された中期目標を確実に達成するため、中期

計画及び年度計画に基づき着実に事業を実施している。開学初年度

である平成 30年度の活動実績は次のとおりである。 

 

１ 教育研究等の質の向上について 

(1) 教育の推進に関する取組 

１年次通年必修の「発信力ゼミ」は、プレゼンテーションやデ

ィスカッションを含む授業を、16 人程度の少人数で行い、学生

の主体的な授業参加を促した。最後のゼミ発表会では、110余り

の個人又はグループが学びの成果を発表し、プレゼンテーショ

ン能力等の向上を図った。 

１年次・２年次必修の英語集中プログラムは、学生の英語力を

勘案して、25人程度の少人数により週４回授業を行い、「読む・

聞く・書く・話す」という４技能の向上を図った。 

このほか、第一線で活躍しているイノベーターを講師に招き、

現実の様々なチャレンジに向き合う姿勢等について学ぶ「象山

学」（オムニバス形式／全 14回）など、本学の強みを生かした特

色ある教育を展開した。 

 

 

(2) 入学者の受入れに関する取組 

  平成 31年４月入学者を対象とした一般選抜試験の志願倍率は、

8.1倍と、前年の 4.7倍から大幅に上昇した。志願者総数（一般

選抜・推薦・特別選抜）は、1,597人となり、前年の 950人から

1.68倍と、大幅に増加した。 

  ６月から８月にかけてオープンキャンパスを計３回開催し、

全国から受験生、保護者等延べ約 3,000人が来学した。また、県

内高校を中心とした説明会・模擬授業（52回）、進路指導教員向

け説明会（５回、延べ 132人）など、積極的かつ効果的な広報活

動を展開した。 
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(3) 学生への支援に関する取組 

  ① 学生生活・学修の支援 

    １年次全寮制の成果を高めるため、寮生の生活、学修等の基

本方針を定めた。また、寮生組織（ユニットリーダー会）を設

置し、寮生が管理人等と連携しながら、自主的に協調して生

活・活動できる体制を構築した。あわせて、寮生が豊かな人間

性、主体性、社会性、コミュニケーション能力等を身に付けら

れるよう、学修プログラム（「象山未来塾」、社会貢献活動を行

うサービスラーニング等）へ参加するよう促し、参加者からは

高い満足度が得られた。 

このほか、2019 年度に向けて、１年次の学生の中から「レ

ジデント・アシスタント」の希望者を募り、25 人の候補者を

決定した。２年次においても引き続き寮にとどまり、共同生活

を送りながら寮生を支援する体制を構築した。 

 

 

② キャリア支援 

新入生 247 人全員が、キャリアカウンセラー同席のもと、

学長との個人面談を行った。面談において全員の希望進路を

確認し、４年間の目標設定を行うとともに、キャリア支援に関

するアンケート（目標設定シート）を実施した。その結果を精

緻に分析し、独自のインターンシッププログラムの構築など、

キャリア支援プログラムの充実につなげた。 

また、キャリア支援プログラムの一環として「象山未来塾」

を開催（７回、延べ 129人参加）した。教員や企業、地域住民

から直接話を聞き、意見交換を行うことを通じて、学生が主体

的に自身のキャリアと向き合う機会を提供した。 

 

 

(4) 研究活動の推進に関する取組 

本学教員による自発的な研究活動を推進するため、学長裁量

経費を活用し、公募により研究費を配分する制度を構築した。公

募の対象は、①准教授以下の教員の研究、②海外の大学等との連

携による研究とした。２回の公募により、21件の研究を採択し、

平成 30年度分として約 607万円の研究費を配分した。各教員は

地域課題の解決に資する研究などに積極的に取り組んだ。 

このほか、７月にＦＤ・ＳＤ委員会主催の「科研費ワークショ

ップ」を実施し、科研費申請率の向上を図った。 

 

 

(5) 地域貢献の推進に関する取組 

市町村、企業等から開学初年度で 500 件を超える相談等が寄

せられるなど、地域イノベーションに係る本学への期待の高さ

がうかがえた。 
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平成 30年度は、21人のアドバイザリー・メンバーと４人の地

域コーディネーターを委嘱し、ソーシャル・イノベーション創出

センターの支援体制を整備するかたわら、県内４市（長野市、飯

山市、千曲市、中野市）との包括連携協定や県及び日本ユニシス

（株）との連携協定を締結するなど、市町村、企業、地域との関

係づくりを積極的に推進した。 

また、本学教職員が講師を務める「専門職向け起業塾」や「信

州ソーシャル・イノベーション塾」などを随時開催し、地域に開

かれた大学として、多様な学びの機会を提供した。 

 

 

(6) 国際交流の推進に関する取組 

海外プログラムの研修先となる６か国７校全てを訪問し、研

修中の学修及び生活について調整を図った。また、2019 年度派

遣に向け、学生の派遣先を決定した。あわせて、海外プログラム

の学習効果向上を図るため、各プログラムの海外研修先に応じ

た県内企業及び団体等への訪問・見学を実施し、研修に対する目

的意識を高めた。 

「日本大学連合学力試験」への参画や「Japan Study Support」

への広告掲載など、アジア諸国を中心に交流協定・交換留学協定

の締結や留学生の受入れにつながる活動を展開した。平成 30年

度は華東師範大学（中国）と学術交流協定を締結した。 

２ 業務運営等について 

原則として週１回（年 46回）大学運営会議を開催し、迅速な意

思決定を行った。 

近隣企業等から寄附金として３件 2,710 千円を獲得したほか、

古本寄附を通じた寄附金制度を導入し、自主財源の増加を図った。 

図書館を平日及び土曜日に学外者が利用できるようにしたほか、

大学食堂を一般開放し、県民の利便性を高めた。 

ハラスメント防止に向け、相談窓口の設置と相談員の配置を行

い、メール等で学生・教職員に広く周知した。 
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Ⅲ 業務の実績等

中 期 計 画 平成30年度計画 平成30年度計画に係る実績 

第１ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

平成30年度～平成35年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

 

計 

 

６，５３１  

３，２３２  

２，８４９  

３８３  

１２  

 

９，７７５  

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

 

計 

 

９，７６３  

１，８４３  

６，７７２  

１，１４８  

１２  

 

９，７７５  

【運営費交付金の算定】 

県から交付される運営費交付金は、一定の

仮定の下に試算されたものであり、各事業年

度の運営費交付金は、県の予算編成過程にお

いて決定される。 

 

【人件費の見積り】 

 

平成30年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

 

計 

 

１，２５５  

３９０  

３２６  

６４  

０  

 

１，６４５  

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

 

計 

 

１，６４５  

２７９  

１，１６５  

２０１  

０  

 

１，６４５  

 

 

 

 

 

 

平成30年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

 

計 

 

１，２５５ 

４２６ 

３４６ 

８０ 

１１ 

 

１，６９２ 

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

 施設整備費 

 

計 

 

１，５３９ 

２８３ 

１，０７０ 

１８６ 

９ 

１０ 

 

 １，５５８ 
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中 期 計 画 平成30年度計画 平成30年度計画に係る実績 

期間中総額６，７７２百万円を支出する。

（退職手当を除く。） 

人件費の見積りについては、配置計画に基づ

く教職員数を踏まえ、役員の報酬及び職員の給

料・諸手当並びに法定福利費に相当する費用を

試算したものであり、定期昇給、ベースアップ

は含まない。 

退職手当については、公立大学法人長野県

立大学職員退職手当規程に基づき所要額を支

給するが、各事業年度の予算編成過程におい

て算定された上で、運営費交付金として措置

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 収支計画 

平成30年度～平成35年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

減価償却費 

臨時損失 

 

 

１０，０６７  

８，６２７  

１，８４３  

１２  

６，７７２  

１，１４８  

２９２  

０  

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

 

１０，０６７ 

６，５３１ 

 

平成30年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

減価償却費 

臨時損失 

 

１，６９３ 

１，６９３ 

１，４４４ 

２７９ 

０ 

１，１６５ 

２０１ 

４８ 

０ 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

１，６９３ 

１，６９３ 

１，２５５ 

 

平成30年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

財務費用 

減価償却費 

臨時損失 

１，９３０ 

１，６０５ 

１，３４１ 

２６２ 

９ 

１，０７０ 

１３６ 

４ 

１２４ 

３２５ 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

２，０７０ 

１，７４５ 

１，２１２ 
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授業料等収益 

受託研究等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

２，８４９ 

１２ 

２９２ 

３８３ 

０  
 

授業料等収益 

受託研究等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

３２６ 

０ 

４８ 

６４ 

０ 

純利益 ０ 
 

授業料等収益 

受託研究等収益 

資産見返負債戻入 

雑益 

臨時利益 

３５５ 

１０ 

７７ 

９１ 

３２５ 

純利益 １４０ 
 

３ 資金計画 

平成30年度～平成35年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

９，７７５  

９，２８５  

１０２  

３８８ 

０  

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

９，７７５  

９，７７５  

６，５３１  

２，８４９  

１２  

３８３  

０  

０  
 

 

平成30年度 

(単位：百万円) 

区  分 予  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

１，６４５ 

１，５６４ 

１６ 

６５ 

０ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

１，６４５ 

１，６４５ 

１，２５５ 

３２６ 

０ 

６４ 

０ 

０ 
 

 

平成30年度 

(単位：百万円) 

区  分 決  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

２，７６０ 

１，３１８ 

２４ 

２９ 

１，３８９ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

２，７６０ 

１，７６０ 

１，２５５ 

３３５ 

１２ 

１５８ 

０ 

１，０００ 
 

第２ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

２億円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及

１ 限度額 

２億円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及

１ 限度額 

２億円 

２ 借り入れの実績はない。 
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び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることを想定する。 

び事故の発生等により緊急に必要となる対策費と

して借り入れすることを想定する。 

第３ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

  なし   なし なし 

第４ 第３の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし   なし   なし 

第５ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

  決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

当期剰余金42,997千円を、教育研究の質の向上

及び組織運営の改善に充てるため積み立てる。 

第６ その他 

１ 施設及び設備に関する計画 

各事業年度の予算編成過程において決定する。 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により

業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する計画 

なし 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

１ 施設及び設備に関する計画 

各事業年度の予算編成過程において決定する。 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により

業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する計画 

なし 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

１ 施設及び設備に関する実績 

なし 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により

業務の財源に充てることができる積立金の処分に

関する実績 

なし 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

 

 


